
政策 加

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 伝票返却率
％ 前年度以下 前年度以下 前年度以下

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 予算執行に関する研修会の開催
回 1 1 1

年度

し

別事業費 8,554 千円 8,548 千円 8,548 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千

事

円 0 千円 0 千円 活動指

　

標『伝票返却率』の目

務

標数値については、平

　

成25年度の返却率（

、

事

16%）を基準とし、

　

平成26年度以降は前

業

年度以下

そ 　の 　

　

他 0 千円 0 千円 0 千円

名

となるよう設定をした

新

。

一　般　財　源 8,

規

554 千円 8,548

・

千円 8,548 千円 事

継

務事業名「会計管理費

続

運営費」を平成27年

協

議

度から「会計管理事務

会

」に変更した。

の公平性及び

事　務　

透

事　業　名 新規・継続

明

総合計画を基軸とした

働

性

行政マネジメントシス

、

テムを構築し、円滑な

信

運用を図る。また、そ

頼

のために関連する仕

目

性

　　的 組みと基盤の整

を

備を行う。
行政経営事

確

業 継続

会計・款・項・

保

目 所　　管　　課 平 

し

 成  30  年 

、

 度  の  目  

す

市

標

○各職場で、第10

民

次基本計画の自律的な

に

運用を図り、市長公約

開

を始めとした政策・施

か

策の着実な進捗を目指

れ

すとともに、
一般・2

た

総務費・1総務管理費

議

・4企画費 企画課
　基

会

本計画で設定した「財

・

政計画」に基づき財政

る

市

規律を遵守する。

事　

民

業　概　要 施策内順位

参

○第10次基本計画の

加

運用と合わせ、「小諸

を

版カイゼン方式」につ

推

いて持続的・継続的な

進

改善活動としての制度

す

内容の検

・総合計画の

る

策定とその運用 　討を

議

進め、ＰＤＣＡサイク

ま

会

ルの確立に向けた規則

を

等の整備を行う。
1/

確

6 ○前年度の評価につ

立

いて早い時期に着手し

す

、実施計画策定時に改

る

善点等検討した結果を

。

反映できるような仕組

目

みづくりを

　行う。
市

　

長公約事項

活
動
指
標

指

　

　標　名 単　位 平成3

ち

的

0年度 平成31年度 平

議

成32年度

一部 PDC

会

Aサイクルを定着させ

運

るための職員研修の実

営

施回数
回 1 1 1

投
入
指

費

標

平成30年度 平成3

継

1年度 平成32年度 市

続

民意識調査の実施回数

会

回 1 1 1
年度別事業費

計

2,103 千円 2,3

づ

・

00 千円 2,300 千

款

円
特
定
財
源

国・県支出

・

金 0 千円 0 千円 0 千円

項

特　記　事　項

地 　

・

方 　債 0 千円 0 千円

目

0 千円

そ 　の 　他

所

0 千円 0 千円 0 千円

一

　

　般　財　源 2,10

　

3 千円 2,300 千円

管

2,300 千円

６ く

　　課 平  成  3

り

0  年  度  の

施

  目  標

①研修会

策

等により議員の資質及

６

び政策形成能力等の向

－

上を図る。
一般・1議

２

会費・1議会費・1議

行

会費 議会事務局
②議会

政

基本条例の運用と実践

マ

のための仕組みを作る

全

ネ

。

事　業　概　要 施策

ジ

内順位 ③予算決算委員

メ

会の円滑な運営により

ン

、チェック機能の充実

ト

を図る。

【運営費】 ④

シ

読まれる議会だよりを

ス

めざすとともに、議会

テ

の見える化を推進する

ム

。
－・円滑な議会運営

の

と議会改革の推進 ⑤研

て

継

修会等への参加により

続

職員の意識改革と資質

的

の向上を図る。

市長公

な

約事項

活
動
指
標

指　標

改

　名 単　位 平成30年

善

度 平成31年度 平成3

と

2年度

無 議員研修会の

円

開催回数（単独及び近

滑

隣）
回 8 8 8

投
入
指
標

な

平成30年度 平成31

の

運

年度 平成32年度 議会

用

報告会の開催回数
回 8

を

8 8
年度別事業費 14

図

,592 千円 14,2

り

00 千円 14,200

ま

千円
特
定
財
源

国・県支

す

出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　

主

他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 14,592 千円 14,200 千円 14,200 千円

体

事　務　事　業　名 新規・継続 効率的、効果的で透明性の高い市政経営の推進を図るため、会計事務を適正かつ迅速に執行する。

目　　的
会計管理事務 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度 

が

 の  目  標

・前年度の伝票の返却率の基準数値を参考に、伝票の精度の向上を図るために、手引書を充実させるとともに、職員研修
一般・2総務費・1総務管理費・3会計管理費 出納室

（新入職員及び新たにシステム

参

使用する職員、外部職場、前年度伝票返却率が高かった職場に対する研修等）を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・予算執行に関する審査をより厳格化し、適正かつ迅速な会計処理を行う。

適正かつ迅速な会計事務の執行
－
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政策 加

0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 64,242 千円 64,242 千円 64,242 千円

し

事　務　事　業　名 新規・継続 ・必要な情報を市民へ提

事

供するとともに、市政

　

への理解を深め、市民

務

参加を促進する。

目　

　

　的 ・市民の建設的な

、

事

意見や提案を募集し、

　

市政に反映させる。
広

業

報広聴事業 継続

会計・

　

款・項・目 所　　管　

名

　課 平  成  30

新

  年  度  の 

規

 目  標

・読んでも

・

らえる広報を目指し、

継

紙面の充実に加え、イ

続

ベント等を開催し広報

協

目

に対する関心を高めて

　

いく。
一般・2総務費

　

・1総務管理費・4企

的

画費 企画課
・情報戦略

秘

指針に基づき、情報発

書

信スキルの向上を目的

事

とした研修会の開催、

務

プレスリリースの好例

費

の共有などにより、

事

継

　業　概　要 施策内順

働

続

位 組織の情報発信の質

会

を上げる。

・広報紙、

計

ホームページ、テレビ

・

番組等を通じた市政に

款

関する情報の提供 ・Ｓ

・

ＮＳの発信を増やすた

項

め、体制づくりを進め

・

る。
4/6・市長との

目

懇談会の開催や市民提

所

案の受付などの広聴事

す

　

業の実施 ・より幅広い

　

層と意見交換を行い、

管

吸い上げた意見を組織

　

内で共有する。

市長公

　

約事項

活
動
指
標

指　標

課

　名 単　位 平成30年

平

度 平成31年度 平成3

 

2年度

無 広報こもろの

 

発行回数
回 12 12 1

成

2

投
入
指
標

平成30年

る

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 ホームページの

3

更新状況の確認回数
回

0

12 12 12
年度別事

 

業費 30,939 千円

 

14,847 千円 14

年

,847 千円
特
定
財
源

 

国・県支出金 0 千円 0

 

千円 0 千円 特　記　事

度

　項

地 　方 　債 0

ま

 

千円 0 千円 0 千円

そ 

 

　の 　他 1,608

の

千円 1,308 千円 1

 

,308 千円

一　般　

 

財　源 29,331 千

目

円 13,539 千円 1

 

3,539 千円

 標

・

ち

市長交際費について、

づ

支出基準に従い適正な

６ く

執行を図るとともに、

り

一層の支出節減に努め

施

る。
一般・2総務費・

策

1総務管理費・4企画

６

費 企画課

事　業　概　

－

要 施策内順位

・理事者

２

の活動及び秘書業務に

行

係る経費
－

市長公約事

政

項

活
動
指
標

指　標　名

マ

単　位 平成30年度 平

全

ネ

成31年度 平成32年

ジ

度

無 交際費の公表
回 1

メ

2 12 12

投
入
指
標

平

ン

成30年度 平成31年

ト

度 平成32年度

年度別

シ

事業費 8,590 千円

ス

8,300 千円 8,0

テ

00 千円
特
定
財
源

国・

ム

県支出金 0 千円 0 千円

の

0 千円 特　記　事　項

て

継

地 　方 　債 0 千円

続

0 千円 0 千円

そ 　の

的

 　他 0 千円 0 千円 0

な

千円

一　般　財　源 8

改

,590 千円 8,30

善

0 千円 8,000 千円

と円滑な

の

運用

事

を

　務　事　業　名 新規

図

・継続 自主財源の確保

り

、知名度向上、誘客、

ま

移住・定住者の増加

目

す

　　的
ふるさとＰＲ事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年 

主

 度  の  目  標

・寄附者の共感を得られるよう、寄附金の使い道を設定する。
一般・2総務費・1総務管理費・4企画費 企画課

・市の重点施策など、寄附金を充てた事業の実績を公表する。

事　業　概　要 施策内順

体

位 ・ふるさと市民限定イベントなど興味を持たれ満足が得られるような仕組みを創る。

・小諸の魅力を全国に発信し、小諸を支えてくれる人を増やしていく。 ・大学等と連携し、学生の学びの場「小諸キャンパス」としての

が

活動を支援する。
2/6・小諸の良さ、強みを再認識し、市民が誇りを持てるようにする。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

一部 ふるさと応援寄附金額
千円 100,000 10

参

0,000 100,000

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 ふるさと市民の新規登録人数
人 200 200 200

年度別事業費 64,242 千円 64,242 千円 64,242 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円
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政策 加

事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 人材育成基本方針の見直し
運用する 運用する 運用する

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 人材育成基本方針に沿った職員研修の実施
実施

し

する 実施する 実施する
年度別事業費 3,040 千円 3,138 千円 3,138 千円

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　

事

事　項

地 　方 　債

　

0 千円 0 千円 0 千円

そ

務

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

、

事

　源 3,040 千円 3

　

,138 千円 3,13

業

8 千円

　名 新規・継

事　務　事　業　

続

名 新規・継続 継続的な

協

職

事務改善により行政の

員

生産性を向上させるた

の

め、庁内情報システム

健

を有効に活用する。

目

康

　　的 また、庁内情報

の

システムを有効に活用

維

するため、システムの

持

安定的かつ効率的な運

増

用を図る。
庁内情報シ

進

ステム運用事業 継続

会

働

を

計・款・項・目 所　　

図

管　　課 平  成  

る

30  年  度  

た

の  目  標

・「自

め

治体情報セキュリティ

、

対策強化事業」に伴っ

各

て導入されたシステム

種

の安定的な運用・稼働

健

と、業務の利便性と情

診

報
一般・2総務費・1

す

の

総務管理費・9情報化

実

推進費 企画課
　セキュ

施

リティの運用体制の改

と

善を図っていく。

事　

メ

業　概　要 施策内順位

ン

・平成31年度に再構

タ

築が予定されるホーム

ル

ページ及びCMSにつ

サ

いて、ホームページの

ポ

運用の見直しと合わせ

る

ー

て市民が見や

・庁内情

ト

報システムの運用 　す

を

いのはもちろんのこと

実

、職員の利便性の向上

施

も図れるようなシステ

す

ム更新の検討を行う。

る

5/6　(行政マネジ

。

メントシステム・グル

目

ープウェア・ファイル

　

サーバー・電子申請な

ま

　

ど）

市長公約事項

活
動

的

指
標

指　標　名 単　位

職

平成30年度 平成31

員

年度 平成32年度

無 パ

厚

ソコンの計画的な更新

生

台 60 60 60

投
入
指

費

標

平成30年度 平成3

継

1年度 平成32年度 フ

続

ァイルサーバーの点検

会

・整理
回/月 1 1 1

年

ち

計

度別事業費 63,69

・

1 千円 55,000 千

款

円 55,000 千円
特

・

定
財
源

国・県支出金 0

項

千円 0 千円 0 千円 特　

・

記　事　項

地 　方 

目

　債 0 千円 0 千円 0 千

所

円

そ 　の 　他 54

　

3 千円 0 千円 0 千円

一

　

　般　財　源 63,1

づ

管

48 千円 55,000

　

千円 55,000 千円

　課 平  成  

６ く

30  年  度  

り

の  目  標

定期健

施

康診断・各種検診等の

策

受診やストレスチェッ

６

クをすることにより、

－

職員自らの健康状態を

２

しり、健康意識を高め

行

職
一般・2総務費・1

政

総務管理費・7職員厚

マ

生費 総務課
場全体のヘ

全

ネ

ルスアップにつなげる

ジ

。

事　業　概　要 施策

メ

内順位

・職員の定期健

ン

康診断・各種検診等の

ト

実施
－・心の相談室の

シ

開設

市長公約事項

活
動

ス

指
標

指　標　名 単　位

テ

平成30年度 平成31

ム

年度 平成32年度

無 定

の

期健康診断の受診率
％

て

継

100 100 100

投

続

入
指
標

平成30年度 平

的

成31年度 平成32年

な

度 がん検診で精密検査

改

を要すると診断された

善

職員の精密検
％ 100

と

100 100
年度別事

円

業費 13,984 千円

滑

13,732 千円 13

な

,732 千円 査の受診

の

運

率
特
定
財
源

国・県支出

用

金 0 千円 0 千円 0 千円

を

特　記　事　項

地 　

図

方 　債 0 千円 0 千円

り

0 千円

そ 　の 　他

ま

1,060 千円 1,0

す

60 千円 1,060 千円

一　般　財　源 12,924 千円 12,672 千円 12,672

主

千円

事　務　事　業　名 新規・継続 地方分権時代に対応し、他人任せでなく一人称で自ら考

体

え行動し、価値前提の考えのもと、地域の課題・問題

目　　的 等を解決していく職員を育成するために、各種研修等を実施する。
職員研修費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目

が

  標

女性の活躍の推進に関する特定事業主行動計画に基づき女性を対象にしたキャリアデザイン研修の実施や職員メンター制
一般・2総務費・1総務管理費・8職員研修費 総務課

度による新人研修の充実を図る。また、複

参

雑化する行政ニーズに対応するため、職員には政策形成能力、創造的能力及び

事　業　概　要 施策内順位 法務能力等により、一層の向上のため研修会の開催や参加を積極的に推進する。

・各種職員研修の実施
3/6

市長公約
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政策 加

事　務　事　業　名 新規・継続 事業の管理が適法、適正かつ効率的に行われているかを定期的に監査する

目　　的
監査委員運営費 継続

会計・款・項・目 所　

し

　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

研修会の内容等を共通認識し、監査の資質の向上に向けた補助を行う。

事

一般・2総務費・6監

　

査委員費・1監査委員

務

費 監査委員事務局

事　

　

業　概　要 施策内順位

、

事

・公平不偏な監査の推

　

進
－

市長公約事項

活
動

業

指
標

指　標　名 単　位

　

平成30年度 平成31

名

年度 平成32年度

無 監

新

査委員研修
回 4 4 4

投

規

入
指
標

平成30年度 平

・

成31年度 平成32年

継

度 事務局職員研修
回 4

続

4 4
年度別事業費 4,

協

公

485 千円 4,485

正

千円 4,485 千円
特

・

定
財
源

国・県支出金 0

公

千円 0 千円 0 千円 特　

平

記　事　項

地 　方 

な

　債 0 千円 0 千円 0 千

選

円 参加する研修は、長

挙

野県都市監査委員会研

が

修（2回）全国都市監

実

査委員会研修、東海地

働

施

区都市監査委員会研修

さ

会を予定し

そ 　の 

れ

　他 0 千円 0 千円 0 千

る

円 ている。

一　般　財

よ

　源 4,485 千円 4

う

,485 千円 4,48

選

5 千円

挙啓発

す

を行い、投票率の向上

る

をめざす

目　　的
選挙

ま

管理委員会運営費 継続

ち

会計・款・項・目 所　

づ

　管　　課 平  成 

６ く

 30  年  度 

り

 の  目  標

　公

施

正・公平な選挙が実施

策

されるよう各種研究会

６

や総会等へ参加し、職

－

務に必要な知見を得る

２

。
一般・2総務費・4

行

選挙費・1選挙管理委

政

員会費 選挙管理委員会

マ

事務局
　若年層の投票

全

ネ

率向上を目指し、選挙

ジ

に関する研究・調査を

メ

行いながら啓発・宣伝

ン

に努める。

事　業　概

ト

　要 施策内順位

【運営

シ

費】
－選挙啓発並びに

ス

選挙管理委員会の運営

テ

市長公約事項

活
動
指
標

ム

指　標　名 単　位 平成

の

30年度 平成31年度

て

継

平成32年度

無

投
入
指

続

標

平成30年度 平成3

的

1年度 平成32年度

年

な

度別事業費 2,205

改

千円 2,205 千円 2

善

,205 千円
特
定
財
源

と

国・県支出金 0 千円 0

円

千円 0 千円 特　記　事

滑

　項

地 　方 　債 0

な

千円 0 千円 0 千円

そ 

の

運

　の 　他 0 千円 0 千

用

円 0 千円

一　般　財　

を

源 2,205 千円 2,

図

205 千円 2,205

り

千円

ます

主

事　務　事　業　名 新規・継続 円滑な行政経営に必要な基礎資料を得るため、各種統計調査を実施する。

目　　的
統計調査事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

学校

体

基本調査、工業統計調査、住宅・土地統計調査を正確・確実に実施する。
一般・2総務費・5統計調査費・1統計調査総務費 企画課

事　業　概　要 施策内順位

・各種統計調査の実施
6/6

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単

が

　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 登録調査員数
人 35 35 35

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 4,941 千円 5,000 千円 18,300 千円
特
定
財
源

国・県支出金 4,941 千

参

円 5,000 千円 18,300 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策６－ 9



政策 加し

事　務　

、

事　業　名 新規・継続

協

職員の勤務条件に関す

働

る措置要求等を審査し

す

、必要な措置を講じ、

る

民主的、能率的な人事

ま

行政運営を進める。

目

ち

　　的
運営費 継続

会計

づ

・款・項・目 所　　管

６ く

　　課 平  成  3

り

0  年  度  の

施

  目  標

研修会の

策

内容等を共通認識し、

６

公平委員会の職務に必

－

要な知見を得る。
公平

２

・1小諸市等公平委員

行

会運・1運営費・1運

政

営費 監査委員事務局

事

マ

　業　概　要 施策内順

全

ネ

位

職員の勤務条件及び

ジ

不利益処分に関する措

メ

置要求を審査し、必要

ン

な措置を執る。
－

市長

ト

公約事項

活
動
指
標

指　

シ

標　名 単　位 平成30

ス

年度 平成31年度 平成

テ

32年度

無 公平委員事

ム

務局職員研修
回 2 2 2

の

投
入
指
標

平成30年度

て

継

平成31年度 平成32

続

年度

年度別事業費 23

的

0 千円 230 千円 23

な

0 千円
特
定
財
源

国・県

改

支出金 0 千円 0 千円 0

善

千円 特　記　事　項

地

と

 　方 　債 0 千円 0

円

千円 0 千円  参加する

滑

研修は、全国及び長野

な

県公平員連合会研究会

の

運

の参加を予定している

用

。

そ 　の 　他 22

を

0 千円 220 千円 22

図

0 千円

一　般　財　源

り

10 千円 10 千円 10

ま

千円

す

主体が参
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政策 加

規

度 平成31年度 平成3

・

2年度

年度別事業費 8

継

,869 千円 8,86

続

9 千円 8,869 千円

投

選挙管理委員会給与費

入

継続
特
定
財
源

国・県支

指

出金 0 千円 0 千円 0 千

標

円

会計・款・項・目 所

平

　　管　　課 地 　方

成

 　債 0 千円 0 千円 0

し

3

千円

そ 　の 　他 0

0

千円 0 千円 0 千円
一般

年

・2総務費・4選挙費

度

・1選挙管理委員会費

平

選挙管理委員会事務局

成

一　般　財　源 8,8

3

69 千円 8,869 千

1

円 8,869 千円

年度

、

平成

事　務　事　業　名

3

新規・継続

投
入
指
標

平

2

成30年度 平成31年

年

度 平成32年度

年度別

度

事業費 17,330 千

年

円 0 千円 0 千円
県知事

度

選挙運営費 新規
特
定
財

別

源

国・県支出金 17,

事

330 千円 0 千円 0 千

協

業

円

会計・款・項・目 所

費

　　管　　課 地 　方

1

 　債 0 千円 0 千円 0

3

千円

そ 　の 　他 0

5

千円 0 千円 0 千円
一般

,

・2総務費・4選挙費

6

・2県知事選挙費 選挙

0

管理委員会事務局
一　

5

般　財　源 0 千円 0 千

千

円 0 千円

働

円 13

事　務

6

　事　業　名 新規・継

,

続

投
入
指
標

平成30年

7

度 平成31年度 平成3

3

2年度

年度別事業費 5

4

,490 千円 10,9

千

72 千円 0 千円
県議会

円

議員選挙運営費 新規
特

す

1

定
財
源

国・県支出金 5

3

,490 千円 10,9

6

72 千円 0 千円

会計・

,

款・項・目 所　　管　

7

　課 地 　方 　債 0

3

千円 0 千円 0 千円

そ 

4

　の 　他 0 千円 0 千

千

円 0 千円
一般・2総務

円

費・4選挙費・3県議

議

会議員選挙費 選挙管理

る

員

委員会事務局
一　般　

報

財　源 0 千円 0 千円 0

酬

千円

等 継続

事　務　事

特

　業　名 新規・継続

投

定

入
指
標

平成30年度 平

財

成31年度 平成32年

源

度

年度別事業費 30,

ま

国

383 千円 0 千円 0 千

・

円
市議会議員選挙運営

県

費 新規
特
定
財
源

国・県

支

支出金 0 千円 0 千円 0

出

千円

会計・款・項・目

金

所　　管　　課 地 　

0

方 　債 0 千円 0 千円

千

0 千円

そ 　の 　他

円

0 千円 0 千円 0 千円
一

0

般・2総務費・4選挙

ち

千

費・4市議会議員選挙

円

費 選挙管理委員会事務

0

局
一　般　財　源 30

千

,383 千円 0 千円 0

円

千円

会計・款・

づ

項・目 所　　管　　課

６ く

地 　方 　債 0 千円

り

0 千円 0 千円

そ 　の

施

 　他 0 千円 0 千円 0

策

千円
一般・1議会費・

６

1議会費・1議会費 議

－

会事務局
一　般　財　

２

源 135,605 千円

行

136,734 千円 1

政

36,734 千円

マ

全

ネジメ

事　務　事　業　名

ン

新規・継続

投
入
指
標

平

ト

成30年度 平成31年

シ

度 平成32年度

年度別

ス

事業費 39,022 千

テ

円 40,000 千円 4

ム

0,000 千円
議会事

の

務局給与費 継続
特
定
財

て

継

源

国・県支出金 0 千円

続

0 千円 0 千円

会計・款

的

・項・目 所　　管　　

な

課 地 　方 　債 0 千

改

円 0 千円 0 千円

そ 　

善

の 　他 0 千円 0 千円

と

0 千円
一般・1議会費

円

・1議会費・1議会費

滑

議会事務局
一　般　財

な

　源 39,022 千円

の

運

40,000 千円 40

用

,000 千円

を図り

事

ま

　務　事　業　名 新規

す

・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 193 千円 193 千

主

円 193 千円
小諸市等公平委員会特別会計繰出金 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般・2総務費・1総

体

務管理費・1一般管理費 総務課
一　般　財　源 193 千円 193 千円 193 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平

が

成32年度

年度別事業費 528 千円 544 千円 544 千円
企画費運営費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 3 千円 3 千円

参

事

一般・2総務費・1総

　

務管理費・4企画費 企

務

画課
一　般　財　源 5

　

28 千円 541 千円 5

事

41 千円

　業　

事　務

名

　事　業　名 新規・継

新

続

投
入
指
標

平成30年
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